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　重点個人研究の本年度の成果は，明治維新史学会編集
「明治維新の政治と権力」（吉川弘文館刊）に発表した。
「地方民会成立前史序説」と題するこの発表論稿は，民
会として民選議会が成立する以前の，明治5，6年当時
の地方議会成立の動向を検討したものである。
　地方議会＝議事会成立の契機となったのは廃藩置県に
よる中央集権化にともなう地域の独自性の政治的統合の
必要であった。西南雄藩出身の新任府知事県令による統
一的行政事務処理には在地有力者の協力を得ねばなら
ず，区戸長登用による末端行政機関に配置するとともに
上意下達と同時に，彼ら中心に下情上聞を必要とした。
　板垣退助らの民選議院設立建白書の提出とその運動に
対し，成立したばかりの大久保政権は「府県内ノ小議
院」設立を優先し，国会開設をできるだけ後にする方針
をとり，府県内の議事会も行政的立場から統制すること
を目的とした。このような方針に包摂される直前にあた
るこの時期，つまり明治5，6年頃には，全国各地で在
地有力者らの民選府県会開設の要求が続出した。
　各地の統治慣行を無視し得ない新任府知事県令層はこ
の要請をうけ，一部で純粋な民選議会が志向されるとと
もに，大部分は郡政改革による大小区制の実施をうけ，
大区におかれた区長，小区におかれた戸長層の集会とし
て組織しはじめる。区戸長層は明治7年3月以降は官吏
に準ぜられ官吏化し，それに応じ大小区の行政機関化が
進行するが，5，6年当時は区戸長公選が殆んどで，町
村住民の代表者＝人民惣代としての認識が区戸長＝議員
化の背景になっていた。唱
　とは言え，区戸長が地方行政の末端を担当したことは
変わりはなく，公選による代表者とする立場は彼らに二
重の性格を与え，「官」と「民」との力関係によってど
ちらかに容易に傾斜する体のものであった。当時の議事．
会形成のあり方からすれば，作成された議事規則の性格
は三つに大別される。第一は大阪府，山形県，奈良県，
長崎県，青森県，山梨県，山ロ県などの会議所である。
たとえば奈良県では，「今般従来ノ郡制二拘バラス，全
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国ノ地勢山脈ヲ量リ更二十二部二分班シ，一部毎二使宜
ノ地ヲ択シ会議所ヲ置」としており，大区毎におく区務
相談会をもって最初の議事会としたのである。
　第二は新潟県，山形県の如くその区務相談会を媒会と
して近代的会議体制民会化を図ろうとする県と，兵庫県
の如く町村会を基礎に区会，県会へと上向的に民会化を
図ろうとする府県があったことである。山形県は大区の
会所は「民会議事ヲ起スノ基礎」で，かつ「自主自由ノ
権利ヲ保全」する場とした。兵庫県もまず町村会の公選
民会化により「人民自由ノ理ヲ演ヘシムルノ」場とした
のである。このような状況は滋賀県，小田県でも進んで
いる。
　第三は大小区や町村ではなく県庁に区戸長その他有志
者を召集して開設された庁下会議がある。全国的に8割
程度の府県で開設されていたと思われる。議事会，集議
会，衆議会，協議会，共議会，下問会と名称はさまざま
であったが，区戸長中心の行政諮問会の性格では共通し
ていたが，文明開花の風潮のなかで議事規則を制定し，
これをもって後に予定される民会への，過渡的な啓蒙の
役割を担当させた府県が多い。たとえぽ，明治5年1月
の滋賀県「議事大意条例」は鳥取県の「議事大体条例」
や愛知県，石川県のそれに影響を与え，大中里正（区戸
長）のほか「富有大家の者」，「小家ハ勿論或ハ士族卒神
接僧侶」等にも出席を一部認めていた。区戸長を中心に
限定された百姓町人も加えようとする方向は5，6年当
時の各県議事会の特色であった。
　だが，豪農商および一般百姓町人の限定的な出席がど
れほど有効であったかは不明である。埼玉県では有志者
の出席を認めたが出席するものなく，「婦女子供トィヘ
トモ志ノアル者」の出席を再度呼びかけざるを得ない状
況であった。
　これら有志者への呼びかけは，議員としての審議への
正式参加の要請ではなく，在地事情の建白者として，ま
た新政策遂行上の改良的提案者として期待した側面がつ
よい。それゆえ本来的議員は区戸長層である。この区戸
長議員の性格および議事会議員の性格をみれば，これま
た三つに大別される。
　第一は官選区戸長によって開設された区戸長会議であ
る。区戸長官選の県は福島，磐前，若松，栃木，茨城，
埼玉，岐阜，大分県などである。官選性のつよい府県ほ
ど議事規則をもたぬ諮問会的性格のつよい区戸長会議に
なったと思われるが，このなかでも茨城県は公選議員と
併用され，埼玉県は有志者の出席が認められ，福島，磐
前県は民選議員化への志向を内包しており，官選区戸長
議員の議会とはいえ様々であった。第二は区長官選戸長
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公選ないし区戸長公選制による区戸長会議である。全国
的に多くの府県がこのタイプに属す。たとえば大阪府で
は「区戸長ハ人民一般ノ名代人」，三瀦県は「所謂百姓
代」であるゆえ過渡的な議員として位置づけているので
ある。公選の意味は彼らをして人民総代人の性格を与え
うるものと認識されている。
　この過渡的議員に対し，本来的な公選による議員選出
も始まっていた。これが第三の議事会と議員である。最
も早いこの公選議員の例は木更津県の場合である。管内
9区から毎区2人の民選議員が選出されたが，これは
　「毎村町総代選挙法」ゐ布達により100戸につき1人の
総代公選が指示され，この総代が各区2人の代議人を選
出する複選制であった。この代議人は県下「五拾余万人
ノ名代人」といわれた。小田県もまた早くから公選町村
会を開設し，そのうえに各郡1人の総代人＝「下議員」
を選出する。三瀦県も明治6年8月には区戸長公選とと
もに議員公選法を諮問する。宮城県は区戸長議員と各大
区選出の公選議員を併用している。この公選化の方向は
明治7年に大勢化するが，8年6月の地方官会議による
官選区戸長議員制の決定により，その方向は停滞する。
　当時の議事会は議事項目は土地開拓，道路修築，牛馬
牧畜，物産興業，窮民援産，水利開通，学校奨励，病
院，会社興立など，殖産興業を基礎とする近代的諸施設
の建設という当時の社会的諸課題をすべて網羅してい
た。換言すれば区戸長が地方行政上担当すべき事務項目
が反映する議目であった。この議目は明治6年中制定の
議事規則では若干の変化を示し，それまでの殖産興業中
心の議目に加え，教化，租税議目が多くなる。教化は文
明開花にともなう小学校創設にともなうもので，日誌新
聞の縦覧が小学校や役揚，村々で奨励されるようにな
る。租税議目は地租改正と民費に関するもので，これを
契機に地方民会の主要議題が，その地域内の公共的諸経
費＝民費に収敏されることになる。議事規則のなかにも
殖産興業→民富蓄積→自由権保護→そのための参政権要
求として，地方自治確立の正当な方法が位置づけられる
のである。人民蜂起と教訓に成立する議事会ほど民会化
を志向し，かつ地方自治確立のための代議機関化する芽
が生じていた。
　議事会の実態をみれば区戸長会の多くは「当初唯姻管
ヲ弄シ煙ヲ吹クノミ」の会合が多かったらしい。青森県
の如く「施政之事務ヲ議定」するのみであったからであ
る。しかしやがて公選民会要求とともに活発化する。
　明治5年当時の議事会（県会）は殖産興業，民費賦
課，文明開化が主要課題であった。困民対策としての社
倉義倉問題もこの時期をつうじ重要であった。明治6年
の議事会は前年来の継続であり，いずれの府県も殖産興
業，文明開化（旧幣一洗，小学校開設，新聞奨励），民
費賦課問題が中心である。道橋修繕，社倉，布告布達徹
底，羅卒問題がこれについだ。このほか蚕種紙調査，種
痘者調べ，地祖納期統一，天長節国旗掲揚，官林調査な
ど行政上の事務調整的議題も多い。
　殖産興業議案は養蚕製茶業の振興に関するものが各県
にみられ，同時に併資結社による諸会社の創設が図られ
る。筑摩県の開産社，埼玉県の製糸館，浜松県の勧農社
などやがて地域の資本主義化を促す紡績資本に転化する
前提になるのである。文明開化議案は裸体禁止，断髪奨
励，赤児養育金廃止などによる医療体制の充実，小学校
での幼児教育，新聞による壮年教化が主要な課題であっ
た。
　当時大きな政治的課題であったのは経緯租問題，つま
り国税，地方税問題である。土地税制改革としての地租
改正事業に着手したばかりで，地価ユ00分の3を地租＝
国税，その1を村入費＝地方税と地租改正条例中に規定
したとしても，現実は改正終了まで待たねぽならなかっ
た。地方民会は民費つまり地方経費の問題と密着する。
当時の民費は国政委任事務費ないし委任事務的性格をも
つ経費が全体の7割に達するという研究がある。国費の
転嫁的性格をもつこれら民費を，そのまま承認すること
は議事会が，圧倒的な国政下請け同調機関としての性格
を示したことになる。結果的にはこの性格に表現される
地方官による統制と議員層の性格があったのであるが，
民費紛擾をめぐって公選民会開設の要求が続出している
ように，創設された議事会自体は民意調整を果さねばな
らない性格をも持っていた。地租軽減は民費軽減要求と
密着して国会開設要求とともに自由民権運動の主要は課
題に成長する。地方民会はその意味で地域の政治統合化
をすすめる緊張をはらんだ対立の場として開設されてい
く。
